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I は じ め に

本稿は韓国経営学の理論展開と研究状況をかいまみ ,その今後の展望を一考し,論議しよう

と企図する「覚書」である。本稿を覚書と性格づけたのは,い まだ筆者の韓国経営学に関する

研究が,その全貌をつつがなく網羅しうるほど,ま たそのもつ特質や課題を大過なく自信をも

って把握をなし,究明しうる段階には,いたっていないがためである。しかしながら,「覚書」

としてでも,少なくとも韓国経営学の現状や今後の課題について,こ の日本においては ,その

概要的紹介すら存在していないという情況を鑑みるに,それに対して端緒的な論稿をものにす

る仕事は大いに価値があり,ま たその意義も認知されるところではないか,と 判断するのであ

る。

ある意味では比較経営学が,現代経営学の直面する最大かつ焦眉の急となる喫緊的課題であ

るという具合に理解 してよい今日の経済社会的環境において,その一翼を当然のこととして占

めるべき韓国経営学の理論的現実的問題の研究が,な いがしろにされてよいという事由はまっ

たくないといえる。 日本の経営学 (会 )の眼は,その学問上の歴史的な伝統として主に資本主

義体制下にある欧米諸国の経営学研究にそそがれ ,加えて社会主義体制下にある各国経営学の

研究にもむけられ,多 くの成果をあげているが,日 本の諸学会の多分の例にもれず日本の経営

学 (会 )も西洋重視,東洋軽視ないし無視の現実的状況にあって,歴史的にも地理的にも,ま
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た経済的,社会的にも,至近距離にある韓国 (大韓民国)の経営および経営学の研究や解明は

皆無に近い状態におかれている。汗牛充棟の感を禁じえない欧米経営 。経営学研究の実績に比

較し,な んとうら寂しい韓国→東洋 (広 くはA.A.諸 国も含めて)経営・経営学に関した現

況であろうか。本稿を覚書として韓国経営学に関する若干の究明を試みようとするのは,そ う

した日本の経営学 (会 )の研究体制における跛行性をいくらかでも是正し,補完したいと念願

する寸志からである。

最近における韓国経営の展開模様は,い うまでもなく韓国経営学 (会 )に対しての第一義的

な研究対象であることを提示するが,一方日本の経営学 (会 )に とっても,現実に経済的交流

が両国間で奥行き深 く実在する事情を掛酌しなければならないという点も合わせて,隣国の経

営・経営学を経営学研究の一環として俎上にのばらせる任務があるはずと考えられる。韓国の

経済体制が日本と同じく資本主義体制にあるからには,なおさら比較経営学的な見地も重ねて

考慮するに, しかも同じ東洋 〔アジア〕に位置する資本主義国として, 日本の経営学 (会 )に

とって,韓国経営・経営学の解明は重要な研究課題を提供 ,形成すべき対象となるであろう。

あえて大げさな表現をするならば日本の経営学研究におけるひとつの盲点がそこに存していた

といってよいだろう。 日本の経営学によく見受けられる根強い見解として,各国経営学の統一

。総合によって日本の経営学の理論的成就と学問的大成への道が開かれるというとらえ方があ

るが, この主張に筆者は必ずしも賛同じえない意見をもつ者であるにせよ,そ うした日本の経

営学のあ り方に関した多数的意見にくみする諸論者らが韓国経営・経営学の問題に関心をもた

ず , とりあげようとしていないのはどうしてであろうか。ともかく韓国経営 。経営学には「経

営学」として研究の対象や課題にすべき豊富で充実した中身が存在していることだけは確かな

事実なのである。

Π 韓国経営学の課題

韓国経営学の「原論」「総論」関係の文献 (単行木)に 目を通すと1),「経営経済学」とい う

名称はほぼ1960年 を境に姿を消しつつあるとみてよく,その後現在はほとんどといってよいほ

「経営学Jになっているという変化がある。端的にいえば韓国経営学は,現在までアメリカ経

ど営学の多大な影響をこうむっていると推察され , 日本の経営学が敗戦前からの ドイッ経営学

研究の底流を支えに,こ れをひとつの枢要な研究領域として,ア メリカ経営学研究の主勢力に

押されながらも確固とした守備範囲として維持している実状とくらべ,大分様相を異にするよ

うである。これは,韓国の今日までの歴史の推移状況と経済発展の足跡をなぞ り,追ってみれ

ば,ただちに了解のいくことがらである。1945年 8月 15日 以前までの韓国の経営学は日本の経

営学の出店的存在でしかないことを強いられていた。だが韓国経営学にもドイツ経営学は影響

がないわけではなく,1960年以前における経営学関係の類書の名称が「経営経済学」をとって
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いた事実をもって,ま た最近の「経営学」の名称を冠する諸著作の研究業績内容の水準をおし

はかるのに一助となる引用 。参照文献の一覧中に ドイツ経営学の書物が数多く含まれている事

実をもって,韓国経営学にもドイツ経営学の系譜がある程度浸透している情勢は十分 うかがえ

るのである。

たとえば,こ こに金元卿『経営学概論』 (1963年初版,1978年重版)2)が あるが,巻末の各章に

対する参考文献においては欧米文献の一覧 〔米・独 。英〕がまず最初の一群をなしている。こ

のなかで ドイツ経営学書が重要な文献上の位置を意味をもつことは明瞭である。 さらに興味あ

ることは日本の経営学との関係である。つまり参考文献の次の一群は日本の経営学書が形作っ

ているのであ り,韓国経営学に対する日本経営学のつなが りの深さと,その関係のもつ意味の

重要性には看過しえない内実がありそ うである。 これは,日 本経営学が歴史的な伝統として韓

国経営学に比し, より幅の広い,充実した研究を展開しえていたとい う背景を想起させるもの

といってよい。経営学研究の方向性として,現今の状況ではアメリカ経営学の大きな影響下に

おかれている韓国が , 日本のアタリカ経営学研究の蓄積と理論的な業績成果に学ぶのは,自然

な成行きである。 まして韓国の学者には旧植民地時代に習得した日本語能力の高い者が多数存

在していたとい う事情もある。基本的な要因としては同じ資本主義体制にある両国である。経

済大国日本の先進的経営学理論に韓国経営学が学ぶべき内容が多々あるといってよいだろう。

しかし,昨今における日本の経営学の重大な問題意識である「 日本経営学と日本的経営」 (日

本経営学会第52回全国大会の統一論題 〔昭和53年 9月〕)と の関連性においての理論的課題は,「 日本

的経営の諸問題」 (同上,第 51回統一論題 〔昭和52年 10月 〕)を ,自 からの研究対象として積極的に

とりあげ,独 自の方法的視座をたずさえて,いかに当面の問題を定位させるか ,ま たそ うした

現実分析と課題の究明を実行しうるか , という到達点にある。日本経営学にとってこの要J達点

とは別のとらえ方に立つなら,む しろ出発点とでも表現すべきものといえよう。

さきほどの金元卿の著作における参考文献の話にもどると,最後の残る一群に,自 国の韓国

経営学の著作 リス トがある。 日本の経営学の文献のなかでも,参照した著作の一覧を,ま ず欧

米の書物を先に出し, 自国の日本の書物を後にまわす場合が多い。この点で韓 日両国の経営学

における文献取扱いの意識には共通する心性がみられる。けれどもこの事実に関しては,前段

で論及したように,昨今における日本の経営学は,自 己をかこむ日本的経営の現実的問題全の

対応において:欧米文献重視・ 自国文献軽視の風潮を見直し,反省する契機が与えられるとい

う環境変化に遊逓してお り, ここに根本的に再考の余地をもって検討されるべき課題が鮮明と

なっている。したがって,韓国経営学にとっても韓国的経営の旺盛で活発な企業活動を自己に

与えられた固有の学問的な研究課題として,いかに独自に創造的な韓国経営学理論の発想と構

築を具体的に展開させ,積極的な発展をめざすか ,緊要な課題を負っているといってよいので

ある。本稿はこうした韓国経営学に関した基本的な問題意識をそえて,と くにホト晶植『新経営
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学原論』(1968年初版,1977年重版)3)を中心題材にして検討をすすめたいと考える。本書を特別 と

りあげることにした理由は ,以上の筆者の韓国経営学に関する問題意識に正面 より十分に答え

る実質的な検討内容があるとい う半1断である。

次節か らは本卜晶植の同書の検討を通 して考察を展開 してい くことにする。

注

1)韓国図書館学研究会『経営学論著綜合索引』景仁文化社,1976年 ,1-16面 。
2)金元卿『経営学概論』一潮閣,1963年 (初版),1978年 (重版)。
3)未卜島植『新経営学原論』一潮閣,1968年 (初版),1977年 (重版)。

Ⅲ 韓国経営学の性格と概要
`   ―― 朴晶植の著作を通しての警見 一一

本卜晶植『新経営学原論』1)は著者自身の言明によれば, 経営学原論ないし総論という名のも

とに書かれた内容をもつ著作であり,そのさいに当初の意図としてアメリカ経営学の文献によ

くみられる経営の各機能を中心に原論・総論としての叙述を行っている。とくに,その叙述が

依拠した文献は,George R.Terryの P″勿σわ″θS ρ/3%π″gι%ι%ノ,Third EditiOn,1960で

あるという2)。 この Terryの著作 (First Edition,1953)は ,H.Fayol(1916)や O.Sheldon

(1923),Ro C.Davis(1935)な どの第 1期経営管理過程論者につづく,第 2期経営管理過程論

者のうちでは第 1人者として Terryを位置づけるのにふさわしい体系と内容を有するものの評

価を受けている書物である。Terryは ,同書において経営原則を法則としてではなく,む しろ

経営の手 写|き であるとみなしている3)。 この点で木卜晶植の著作はアメリカ経営学の系譜・流
派に直接的に位置させてよい韓国経営学書といえる。経営管理過程学派の代表的論者Terryの

理論展開方法に従い,本卜晶植は経営の機能を計画・組織・活力化 (actuating)。 統制という四

つの基礎的過程とし,経営の原理および原貝」の解明を中心内容にするという4)。 こぅしたホト晶
植における経営学原論の展開志向は,ひ とつのあり方として日本の経営学にもよくみられ,存

在する研究方針を採用するものといえよう。本稿の筆者はそれなりの次元でホト晶植の著作『新

経営学原論』を韓国経営学の書物として前節で述べたような本稿の目的にそいながら,吟味と

考察を加えたいと考える。

本卜晶植が同書初版 (1968年)を公刊した時点で,韓国経営学においては経営学の入門書として

原論・総論分野の研究に該当する著作だけで約20余冊ほどを市中でみることができるといって

いるが5),その後10年近くを経た現在 (同書重版 〔1977年〕の時期として)においても公刊され

ている冊数では大差ない状況にある6)。 韓国経営学において原論・総論ないし入門 。序論を称
する経営学書は一般的に教科書としてしたためられた著作が多い様子であって,学術研究を重

点にした理論的書2/Jはあまりみられない実状にある。これはアメリカ経営学書の同領域におけ

る著作の一般的傾向と似かよった状態にあるといえよう。 しかし本稿の主な関心は韓国経営学
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が自国の経営問題に直面,対応して固有の問題意識を発想 ,構築し,ま た理論的な立論をもっ

て具体的な体系と内容を展開しえているか ,さ らにはそれをてこに独自の確固とした分析視角

を創造すべく努力を傾注しえているかどうかにある。 この筆者の韓国経営学に対する主要な関

心問題を軸芯にして,以下の論述をつづけていこう。

はじめにやや月並な叙述部分として,本卜晶植『新経営学原論』の目次内容の構成を鳥政して

おこう。章と節の単位の細目までを書き出しておく。

序 文

第 1章 総 説

§1.経 営学の基礎

§2.経 営学の対象

§3.経 営学の発展

§4.経 営学の隣接科学                        、

§5.各 国経営学の発展と潮流

第 2章 企業体制および企業形態
. §1.企業体制

§2.企 業体制の一環としての企業形態

§3.株式会社

§4.公 企 業

§5.企 業集中

§6.企 業集団

第 3章 現代企業と経営者

§1.現 代企業の動向

§2.所 有と経営の分離

§3.経 営者性格の変遷

§4.経 営者論の歴史的考察

§5。 現代経営者の社会的責任

第 4章 経営管理の理論と発展

§1.経営管理の性格

§2.経 営管理の構造と組織

§3.経 営管理論の発展

§4.技 術革新と経営管理

第 5章 経営管理の過程

§1.計  画
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§2.組  織

§3.活 力化

§4.統  制

第 6章 重要な管理領域

§1.人 事管理

§2.生 産管理

§3.財 務管理

§4.マ ーケティング管理

以上の目次細目の構成は体系内容として吟味するに, 日本の経営学における総論 。概論 。原

論の書物と大差は見出しえない。 この解釈は本卜晶植の著作が1968年 (昭和43年)発刊である事
実をふまえての意見である。最近における 〔昭和50年代初期〕日本の同種の経営学書としては

話題となる新しい論点を意欲的に付加している著作が多くみられるものの,こ れらと木卜晶植の

体系内容との間に実質的な問題対象の取 り上げ方にぉいて大きなへだた りはない と受けとめて

よいだろう。たとえば,日 本のそ うした著作として代表的と思われる若千の論者の近著 〔昭和

50年代初期〕の目次細目を参照してみよう。

三戸 公『経営学』 (同文舘,昭和53年 1月 )はこうなっている。
はしがき

序 章 経営経済学と管理学

I 企業と利潤―一経営経済学一一

1 経営学は利潤追求学か

2 利潤の創出

3 利潤の機能

Ⅱ 所有と経営――制度理論―一
1 企業形態の発展

2 株式会社一一その経済構造一一
3 株式会社―一所有と支配の構造一一
4 経営者支配の諸理論

5 経営参加

Ⅲ 組織と管理―一管理学―一
1 成行管理

2 科学的管理

3 管理原則と管理過程
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4 ヒューマン・ リレーションズ

5 近代管理論の成立

6 近代管理論の展開 I

7 近代管理論の展開 I

鈴木英壽編著『経営学総論』 (成文堂,

ヤましがき

第 1編 経営学とは何か

第 2編 経営学の歴史

第 1章 経営経済学

第 2章 経営管理論

第 3章 批判経営学

第 3編 経営学の内容

第 1章 経営者論

第 2章 企業形態

第 3章 財務管理

第 4章 人事管理

第 4編 現代の経営問題

第 1章 経営参加

第 2章 企業の社会的責任

第 3章  日本の経営

第 4章 多国籍企業

中村常次郎編『経営学原理』 (法学書院,

第 1章 経営学の対象

第 1節 緒 論

第 2節 経営と企業

第 3節 経営管理

第 4節 経営形態の展開と管理

第 5節 経営組織

第 2章 経営学の発展

第 1節 アメリカ

第 2節  ド イ ツ

昭和52年 4月 )は こうである。

昭和52年 12月 )は以下のようになっている。
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第 3章 現代の経営理論

第 1節 経営管理論

第 2節 経営の行動科学

第 3節 企業経済論

第 4節  ドイツの経営理論

第 4章 現代企業論

第 1節 大企業と経営者支配

第 2節 現代企業の経営戦略

第 3節 現代の寡占体制

第 4節 多国籍企業

第 5章 経営理念と社会的責任

第 1節 企業環境の変化と経営理念

第 2節 経済体制と企業

とりあえず比較考量の素材として昭和50年代初期に公刊のあった ,代表的とみなせる日本の

経営学の原論関係三著作を,そ の目次細目を参照する形で列記してみた8ホト晶植の著作とそれ

らの日本の三著作の間に10年近 くの歳月の経過がある事情を勘案すれば,本卜晶植の著作が原論

書として,韓国の代表的な書物であるとの評定を下しても無理はないと考える。第 2次大戦後 ,

ともにアメリカ経営学の圧倒的な影響をこうむった韓日両国の経営学に共通する傾向と雰囲気

が看取しえ,ま た伝わってこようというものである。 もちろん,双方の体系内容の目次細目を

こまかにしらべ,詮索するならば,い くたの異同があ り,諸論題の取 り扱いにおける軽重 ,深

浅のちがいがあることはい うまでもない。 しか L´本稿の当面における意図にとって,そ うした

各種の相違点は論外とみなしてよい。本卜晶植の著作は,あ えて重ねて注釈を加えておくならば ,

経営管理過程論を体系展開の中軸にしてお り,そのなかで諸問題を料理 ,編成している。日本

の経営学原論書にも類似の構成方法をとる著作が多く存在する事実はいうまでもない。

本稿は本卜晶植『新経営学原論』に関し,韓国経営学としての特質や個性が奈辺にうかがえる

かという問題意識をもって究明をすすめ,韓国経営学の性格をいささかなりとも知 り,ま たそ

の具有する問題の概要を感得したいと考えている。あ りていにいって,筆者にとっては木卜晶植

の著作中で「第 1章 総説Jが一番興味を惹く個所となっている。というのは他の諸章は,日

本およびアメリカ経営学をひととお り研究し,それらに関する基本的な知識と系統的理論を知

悉しえている識者にとって, あまり関心の湧 く部分とな りえないことが確実であろうからであ

る。だからといって,「第 1章 総説」以外の個所において,韓国経営学としての問題性の感

知 ,検出が全然できないというところまでは意味しないので,念のため申し述べておこう。次
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段より何点かに論点を整理して,「覚書Jのための検討材料を開陳し,同時に若干の論評を与

える方向で議論を行っていこう。

(1)経営学の方法論が不十分なこと

韓国の場合は経営学の導入があってからことに年月が浅 く,経営学研究の出発点となる経営

の概念規定に対する十分な論争段階を経由していないまま,現在ある7)。 韓国においては1960

年前後にまき起った経営学ブームが,1961年の木卜正熙軍事革命政府の経済開発 5個年計画とそ

の施策によっていっそう高潮したのである。だが,韓国の経営学はそ うした外形的なブームの

造成があったにしても,内面的に経営学自体に対する学問的体系や研究が裏付けとしてなく,

最近では実務界から経営学に対しての一種の不信思潮とともに,学界内でも自己批判の傾向が

うかがえるのである8)。

なによりも韓国の経営学界においては,過去の ドイツや日本でのように経営学の基礎から体

系的な研究がなされていなかったことが,現在において本学の導入にさいして, ドイツ,ア メ

リカ, 日本のどこであれ,そ の系譜 。学派および学説の対立をまったく区別しえなくさせてい

るのである。 とくに韓国の経営学の文献をみると,各著書に特色がなく,教材用が大部分であ

って,特殊分野にあたる著作が ,出版事情やその他のいろいろな理由のため,その発刊をみな

いでいる。以上のような韓国の経営学は内外の客観的な事情によってたやす くブームを造成さ

せたし,こ れまでそのような気運を持続しているが ,ま ず本学に対する研究姿勢が再整備され

るべきものと考えられるのである9)。

韓国の経営学は,日 本の経営学が現在直面している学問的課題―一 日本の経営学が日本の経

営と全面的な領域分野において理論的現実的に対峙をせまられ,そのうえで自己のもつべき方

法論的視座と理論分析のための具体的方法を手に入れようとするそれ―一以前の重荷を責務を

背負いこんでいるといえよう。 しかも加えて,欧米の経営学に比較して,な お学問としての上

着性云々という問題を, 自己の体内における課題として自から提起しなければならない日本の

経営学を大量に摂取 ,導入しているからには,韓国の経営学の前途は,独特の個性ある自国経

営学の伸長 ,展開をめざす学問として, きわめて多難かつ峻険な様相を呈しているといえる。

この事実は韓国の経営学が実質的に 6・ 25動乱 (朝鮮戦争)の休戦をまって,ま たその後の現実

の企業経営活動の再興を迎えて,学問的展開を期するほかなかったという歴史面経済面の事情

もからめて受けとる必要がある。問題は韓国の経営学が学問として,韓国経営の実践にいかに

対処してきたのか,大いに疑間が生じてこざるをえないという点にある。根本的には韓国の経

営学も日本の経営学と同様に学問の世界においてのみ , 自己の理論的な繁盛をしてきたにすぎ

なかったのではないか ,真夕1に問われなければならない最大の論点になるといえよう。

なお,韓国の経営学において方法論議が不十分であることに関連して,本卜晶植の論述中に19

60年前後に経営学ブームがあった事実に言及があるが , この点に関しては,筆者が指摘した韓
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国経営学の「経営学」の名称の変化があった時期―一「経営経済学Jか ら「経営学 Jへ とい う

移行―一 と,その経営学ブームのあった時期とが符合することを併記しておきたい。また韓国

経営学では特殊分野にあたる研究著作が出版事情その他の事由により,その発行をみていない

事実が言及されている。 このことは韓国経営学が特殊研究分野における理論的蓄積を達成しえ

ないでお り,その原論領域での理論水準の精錬 ,高度化を助成するための基盤を築きえないで

いる事情を示唆していると受けとってよいだろう。「韓国的」経営学の形成にとって,こ うし

た事情は深刻な意味合いをもつと推察してよいといえよう。

(2)韓国的経営学の必要性

この問題点は(1)の論点内容と密着して検討されるべき点であることを強調しておき,本卜晶植

の主張を聞くことにしよう。経営学上の企業体制研究は,韓国の場合 ,現実的な企業体制の特

色にしてこそ,こ れがまさしく韓目的経営学といえる。韓国企業の伝統と特色を一言でい うな

ら,前近代的家業であるといえる。 もちろん経営体制が確立されている代表的な企業もなくは

ないが,一般的に数的にみて家業性と前近代性を脱しきれず ,中小企業および零細企業の性格

を有するものが大部分である。反面で大企業に対して,その性格を分析するとき前近代性がい

まだ一部に残っていることを否認しえない。 ここで述べている前近代性とは近代の資本主義的

合理精神の洗礼を受けていない家族主義精神 ,身分性,温情主義などが強く残っている事態を

意味する10)。

最近 ,韓国の企業も中小企業から大企業ににいたるまで前近代性を徐々に否定して,体質を

改善し,近代化を指向しているが ,ま だ十分なものではない。一方 ,最近の経営学ブームの風

潮に従って現代化のための経営教育が一般化している。ここにまさしく韓国の企業は,前近代

性一―近代化――現代化の三段階を順次に経ないで三つの性格が混在している三重構造の奇妙

な現象を生んでいる。 これは大企業であっても程度の差異があるにせよ,例外としえない点で

ある。したがって韓国企業は,前近代の払拭 ,近代化の推進 ,現代経営への浸透という三つの

課題を急速に ,ま た同時に解決しなければならなくなっている。いわゆる韓国的経営学とは以

上のような後進企業社会の共通的特色である三重関係を解決しうる経営学を意味し,西欧の経

営学が韓国企業に適用しえないゆえんもそこにあるといえる11)。

こうしたホト晶植の主張する韓国的経営学が,韓国の現実的経営との理論的交流のなかで積極

的に創造 ,構想され,ま たそれが具体的に有用な経営学理論でなければならない必要性が強調

されている。実践的な理論としての経営学として,こ の学問の推進と展開をはからねばならな

いとされる韓国的経営学の理論的課題はきわめて困難な局面に立たされているといえよう。こ

の韓国経営学の難局は以上の前段における木卜晶植の論述において, 日本の経営学者 山城 章の

「企業体制論」を借用し,理論的分析を韓国的経営の現実に差しむけるところにはからずも露

呈している。山城の経営理論としての「企業体制論Jを 《一般理論》として把持したうえで ,
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木卜晶植は韓国的経営へのその適用をしつつ解説を行 うが ,「韓国的経営学Jに対する「企業体

制論」として山城の理論が,そのまま現実の韓国的経営に活用しうるか ,それは「韓国的経営

学」にとってなお今後の課題を提起しているとい う論理的脈絡を,われわれは的確に押えてお

く必要があろう。

筆者は,山城 章の経営学説における理論主張に多大な疑義を抱く者である。その詳述は筆者

の他の文献12)に まかすことにして,ホト晶植自身が借用して韓国的経営の企業体制の現実を説明 ,

分析する山城の「企業体佑1論」に関しては,本卜晶植はつぎのような独自の解釈を与えている。

すなわち山城の主張そのものについては,日本経営学会のなかで経営学が実践的な学問として ,

経営の実践と反省を通して統一的な原理を発見し,その知識を経営目的の達成のための知識体

系とすることを意図する点で,「批判的な態度Jであると評価する。 と同時に本卜晶植は,韓国

の場合は各国の学問的潮流に従って急に経営学のブームがまき起こらたのであって,現実的課

題を鮮明にしえていない状態では,いわゆる「韓国的経営学Jの要請と, これとともに ,そ う

した一一 日本の経営学に対して山城の提起したような「批判的な態度」 とまったく同じ合意に

おいて一一「批判的な態度」が韓国経営学にも提起されているとみられる, とい うふ うに自己

診断しているのである13)。 それゆえ,前段で述べた筆者の主張である,山城の理論の韓国的経

営への応用には,なお韓国的経営学として,別途 ,吟味の必要があることを確認しておくべき

ところといえよう。

木卜晶植は山城の「企業体制論Jへの批半J点を日本の経営学内における論議を通して知ってい

る。本卜晶植は,山城が公私企業を区分せずに,その性格を,「経営自主体の原理」と「対境の

原理」という特異な理論として,二つの原理を関連させて解明しているものの,不明確でむし

ろ規範論的主張にとどまっているとの批判を受けていることに関説してお り,ま た経営自主体

説は具体的認識が足 りないと自からも批半1を山城に加えている14)。 ともかく韓国の経営学は ,

過去から日本の経営学の文献の影響を受けてお り15),ぁ らゆる面で日本の経営学が韓国に直接

的な影響を与えている事実は否定しえないのである16)。 だから「韓国的経営学 Jは 自己の理論

的課題を掌中に収めなければならない任務とともに,本卜晶植のいうように東洋思想を背景とし

た「韓国的経営哲学」の研究も要請されているのである
17)。 このように韓国の経営学は,日 本

の経営学にまして二重苦といえる難題を理論と実際の両面においてかかえこんでいるといえよ

う。

(3)韓国経営学の体系の問題

本卜晶植は,経営学の研究体系はなによりもまず実践科学または応用科学として,経営構造の

変化と関連させて,経営学の適用領域の問題も同時に,検討されるべきとする18)。 ぁる面では

韓国経営学の体系は一般的に日本の場合を手本にしているが,総論と各論の取 り扱い領域がは

っきりと区分されていない。10冊あまりの韓国の経営学原論書の内容をみると,基礎理論 ,企
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業形態論 ,人事管理,財務管理,生産管理 ,マ ーケティング管理を扱っている。 とくに基礎理

論の部門では経営学の本質論 。発展過程・方法論 。他の学問との関係などが,その対象となっ

てお り,こ れは本稿で既述のようにいまだ形成過程にあって,ま た論争の激甚さのために,大

部分が著書においてそのような理論的問題を避けている。 こういって本卜晶植は,本稿が先に列

挙したような『新経営学原論』の内容における体系を要約して説明するのである19)。 そこで本ト

晶植は第 6章で簡略に論及した人事 ,財務,マ ーケティングの問題は経営学原論からは無視さ

れてよいものと考えられるのだが,既存の著書ではあまりにも大きな比重をかけているため ,

自著の最後の別章 としてつけ加えた ,と 述べている20)。

このように本卜晶植の『新経営学原論』は当時のおかれた韓国経営学の理論的情勢のなかで ,

それな りに,意欲的に斬新な「原論」的体系化をはかろうとしている企図が十三分に感得でき

る。しかし,筆者の推断を施すならば,本稿の検討が意識的に努力をして行ってきたように ,

随所に「韓国的経営学Jた らんとする積極的な志向性は看取しえるものの,なお韓国経営学の

当時の理論的特質とその水準に東縛を受け,摯肘されている事実はおおいかくしようがない点

となっている。「原論Jと い うものが経営学研究にとって出発点であると同時に,そ の到達点

でもある循環的関連性が明白に察知されるといえよう。 この点で本稿の筆者には今後にむけ ,

最近の韓国経営学の現状を詳しく調査し,分析すべき仕事が残されていることになろう。

0)そ の他の諸問題

韓国経営学の性格と概要を本卜晶植の著作を通して吟味している本節の考察にとって,以上(1)

(2)(0の 項目における論及では,なお論点として収集のしにくかったその他の韓国経営学の諸問

題を ,こ こで一括して取 り上げ ,検討してみたいと考える。以下 ,何項目かに分けて本卜晶植の

書物のなかにそ うした問題点を探索してみたい。

〔i〕 経営概念の問題 :韓国経営学において原論書として経営の概念規定の問題に本格的な

論及があるのは ,テ爛旭,黄一清,蘇員徳の著作程度である21)。 この問題に関連していえば ,

経営学 (経営経済学)がひとつの独立した科学として成立するためには,その他の異なる学問

と同じように独自的存在を主張するための学問的な基礎がなければならず ,ま たここに本質論

的究明が介在せざるをえない22)。 この本卜晶植がいう経営概念規定の問題と,こ れに対する経営

学の独立科学としての独自の学問的基礎に関する本質論的究明の必要性は, 日本経営学にも妥

当する理論上の基本的な課題であるといってよいだろう。

〔ii〕 収益性と経済性 :木卜晶植は,企業←⇒収益性 ,経営 =⇒ 経済性という対応関係に言及

し,社会主義体制における問題とのかかわ りに対する配慮から,前者の経営学の対象としての

客観的妥当性を否定する23)。 要は ,今 日の経営学を,固有な経営の学とみる見解はその対象を

企業・経営・管理の全般にふれるべきものとする。問題はそれら用語間の機能の差異にあると

ぃぅ24)。 この朴晶植の論議は格別とりたてて注目すべき内容を含まない,と 筆者は判定してい
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る。別に難儀を感じる考究は何もない論議になっているからである。

〔ili〕 経営学説史 :木卜晶植は, ドイツと日本においては学派形成の特殊な習慣によって,い

っそ う学説の展開が抽象化あるいは形式理論化してお り,本質的な理論として実践性がなく,

また独創性が不足しているとい う25う 。 ドィッはさておき,日 本の経営学史研究がそのような憂

うべき状態にある26)のは,その通 りの事実である。欧米理論の移入 ,受容に汲々としてきたの

が日本経営学の歴史としての正直な姿であったからである。そこでは自己の学会創立後50年以

上を経過した現在でも,なお日本の研究者による決定的な日本の経営学説研究の書物がないと

い う惨状をもたらす結果になっているのである。 もっとも韓国経営学もその例外でないとは確

信をもっていいきれない状況にある。

〔市〕 経営史の方法 :経営史の研究対象および方法には相当に多くの問題が残されていると

木卜晶植はいう。経営史の研究方法はなによりもまず史論を整理し,こ れを総合的に判断しなけ

ればならない。 これは本質的理論科学としての経営学の体系が認識 ,構成する経営社会時代に

まで遡及して実証的に研究しなければならない,と する27)。 経営史の問題は,韓 日両国経営学

会の重要課題になろう。 とい うのは,両国経営学の形式的論理的な抽象度だけが強い経営理論

は,経営史研究の方面からする実証性=裏付けによって, より地に足のついた展開方法を採用

し,批半l性 と実践性を高める必要にせまられているからである。 これによって自国経営学の存

在意義を他者に顕示するための基礎の一環が獲得しえ,ま たその展望が開けてくるにちがいな

いと考えられるも現実に存在する経営に対する理論的研究と,そ うした過去に存在してきた経

営に対する歴史的研究は,経営学理論の確固とした形成と展開にとって絶対に不可欠の内実を

提供するといえよう。

〔v〕 経営学と会計学の関係 :韓国でも日本と同様に,ri_営学と会計学は別 lElに併立してお

り,独立科学の存在としてある。ところが ,本卜晶植は両者は新興科学として不可分の関係を有

し,ま た相互補完の関係にあるために両者間に模糊とした点があるという28)。 この経営学 と会

計学の関係問題は両学が同じ企業経営を研究対象に取 り上げるとい う経済科学的な共通性から

招来されてくるものである。韓国も,日 本とアメリカと同じに学問的領域の区分が経営学と会

計学の間にあるわけで,両学の関係づけがあえて理論的課題のひとつにされなければならない

点で,共通する問題をもつことになる。

〔宙〕 現代企業と経営者の問題 :株式会社の制度化は,内面的にその経営構造の変化をきた

し,①利潤原則の意味の変化 ,②それぞれの異なる利害集団間の利害調整関係の成立 ,③制度

の機関として経営者が自主的な地位と機能をもつにいたったこと,な どがその内容として木卜晶

植によって挙げられている29)。 すでに論及があったように,本卜晶植は日本の山城 章の「経営自

主体論」を具体的認識面で問題があると批判していたが ,さ らに日本の占部都美の「経営共同

体」論――各種利害集団の利害調節の完全性が無理なこと,労働者 。消費者の経営参加での平
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等待遇が期待しえないこと一―の欠陥を批半1している30)。 また,R.A.Gordonの 経営者論に

も木卜晶植は批判を加えている31)。 とはいっても山城や占部 ,Gordonを こえる理論主張が本卜晶

植に実質的にみられるというわけはない点に注意しておこう。ただこう述
べている。今後の経

営者は企業の社会的構造変動と経営体の制度的変化および経営者の性格変貌とい う三位一体の

接近方法を試みるべきである,と 32)。 それにつづけて専 Fl的経営者の倫理を問題にしている。

そのさい,そ うした基本理念――経営者の役割としての一一はどこまでも自由企業体業を存続 ,

発展させ ,資本主義体制の改造によって自由社会の持続をはかるところにあるともいう
33),

‐〔vii〕 合理性と民主性 :近代的企業の経営管理は,合理的科学的管理と同時に民主的な人間

関係の管理が一体化されることこそ,ま た職能本位と民主的人間関係を根本基調にすることに

その特色がある,と本卜晶植は述べる34)。 だが ,こ の論点主張は前項 〔Vi〕 の意見と関係させて

考えるならば,括孤つきで解釈する余地がある。 この点についてはあえてこれ以上の発言を控

えておく。示唆される点はあまりにも明白であろう。

〔vili〕 組織の実態 :本卜晶植によれば ,最高経営者の組織機関は日本と同様な事情にあること

が述べられている。すなわち,韓国の企業のその一般的な傾向が日本の場合と同じであるとい

ぅ3b)。 また,韓国の経営には稟議制度が広 く施行されているとの指摘もある36)。 同じ東洋に属

し,位置する.韓 日両国の共通俣1面がそこにみられよう。

〔ix〕 経営者教育と副1練 1韓国でも経営者開発のブームが起こってお り,産学協同教育告1度

(CO― Operative edu,atiOn system)がそれである。この制度は広義では産業界と学校 ,と くに

大学との協力関係を意味し,こ こ数年来 ,各大学では夜間経営大学院または産業大学院を設置

して,産学協同の傾向が少しずつ高潮している37)。 この韓国における産学協同教育制度は ,日

本経営学の現状にくらべて,そのもつ意義がかなりちが うと解釈できよう。 日本の経営学は ,

現状としてマルクス主義的立場に立つ「批半1経営学Jの勢力が強 くあり,産学協同路線をこの

陣営がとることはまず考えられないからである
38)。 韓国経営学には日本の経営学における「批

判経営学」に相当する学派は存在しない。経営者開発の問題にかかわって,こ の事情は大きな

意味をもつ点となる。

注

1)朴晶植『新経営学原論』一潮閣,1968年 (初版),1977年 (重版)。 なお,木卜晶植の発音は PARK Hyo一

Sickと なる。

2) 同書, 序文 2面。G.R.Terw,P″′πεグノ′sο/2″Zば物′″′,Richard D.Irwin,Inc. セま現在 7th

Edition,1977が最新版である。

3)Lωlie｀V.Rue and Llo5だ L.Bya、,Mαπ′g″″,′″′:r″ω′ノα″α4Йク′グοα′″οπ,Richard D.Irwin,

Inc., 1977, pp. 35‐ 36.

4)5)朴晶植,前掲書,序文2面。
6)こ の点は韓国ソウル鐘路書籍が発行した1977年度版「綜合図書総目録」を参考にしたも韓国図書館学

研究会『経営学論著綜合索引』景仁文化社,1976年を参照しても,その点は確認できる。
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7)木卜晶植,前掲書, 1面。
8)同書,49面。
9)同書,4針50面。
10)同書,53面。
11)同書,5卜54面。

12)表富音『日本の経営学』河西, 昭和52年, 第2章「日本の経営『近代化』論の問題性―一山城 章教

授の経営学説の一断面一―」。同「『日本的経営論』の課題一一山城 章『 日本的経営論』に関する批半」的

覚書―一」,札幌商科大学・札幌短期大学『論集』第22号 (商経編),昭和53年 3月 。

木卜晶植,前掲書,89面。  14)同 書,7475面 。  15)同 書,51面。  16)同 書,48面。

同書,39面:  18)同 書, 9面。  19)同 書,11面。  20)同 書,1卜12面。

同書, 1面脚注。  22)同 書, 7面。  お)同 書,16面。  24)同 書,20面。

同書,2728面 。

今のところ,単行本として日本経営学説 (史)に関する研究書は,つ ぎの三著のみである。古林喜架

編著『 日本経営学史一人と学説一』日本評論社,昭和46年。同編『 日本経営学史第 2巻一人と学説―』

千倉書房,昭和52年。角谷登志雄編『 マルクス主義経営学論争』有斐閣,昭和52年。

日本の規範学派に関してある程度まとまった検討を行っている著作が,筆者のうぎのものである。表

富吉『 日本の経営学』河西,昭和52年。

木卜皇植,前掲書,31‐32面。

同書,36面。  29)同 書,71面。  30)同 書,74面。  31)同 書,124面 。

同書,128面 。  33)同 書,13■ 135面。  34)同 書,137面。  35)同 書,146面。

同書,182面 。  37)同 書,24卜246面。
この辺の情勢については,最新の文献としてつぎの著作がある。斎藤毅憲『現代日本の経営学教育』

成文堂,昭和53年。

13)

17)

21)

25)

26)

27)

28)

32)

36)

38)

Ⅳ 韓国経営学と韓国経営史

前節までの論究はオト晶植の著作を通して,「韓国的経営学 Jの特性や雰囲気を ,極力,か ぎ

だす方針を貫いて叙述をすすめてきたつもりである。したがって逆説的にいうなら,それだけ

に韓国経営学において「韓国的」な特殊性を析出する仕事がかえって困難である一面も暗示さ

れているといえ,韓国経営学は日本経営学と同様に輸入科学的色調をきわめて強烈に体質 とし

てもっていると半1断できる。すなわち韓国経営学が「韓国的経営学」としての自国の個別的 ,

特殊的な体質を内有しうるため ,ま たその個性としての特殊性を通してこそ一般的理論性を他

に誇示し,主張しうるためには,韓国経営の現実的存在のなかに自己の理論的展開の契機を確

実に追求しなければならない状況におかれている。それゆえ,そのためには ,ま ず韓国経営の

歴史的な現実展開の様相と,つ ぎに現在のその実情と特質に関する知識が,欠かせない前提と

なる。本節は「韓国経営学と韓国経営史Jと 称して韓国経営の歴史的経緯においての実際の姿

を簡略ながらであるが追跡し,「韓国的経営学 J理論の倉1造的展開にとって不可欠の前提問題

を詮索 ,吟味してみたく考えるのである。なお韓国経営の現在の状況 。特色に関する論点につ

いてはあらためて次節で論及することにする。
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1955年 4月 ,高麗大学校商科大学に韓国で初めて経営学科が新設され ,ま た1957年 12月 には

「韓国経営学会」が創立された ,と いう背景にみてとれるように,韓国経営学の発端,胎動は

1955年 以降の状勢と,と くに1960年 前後の経営学ブームの発生によるところが大きい。ちなみ

に1957年 6月 には韓国生産性研究院 (財団法人韓国生産性本部として同年6月 14日 に発足)が実務界
における呼応として設立されている1)。

ところで韓国経営史を検討するには「経営史研究」方法とも関連して,歴史的に以上の時期

よりはるかに過去に遡求して究明を与える必要性が生じる。つまり韓国経営学の歴史的事実を ,

今日の近代的形態段階にいたる前提問題として追跡し,確認しておく義務があるからである。

ここに「韓国企業経営史序説」とい う副題をもつ,黄大錫『韓国企業経営論』2)が , その紹介

のための手ごろな著作として与えられているので,以下本書に依拠しながら,大変に簡略な形

式ではあるが ,韓国経営史の概要に関した基礎知識をえる努力内容にしてみよう。

はじめに黄大錫は,韓国企業の近代的発展過程を韓国企業経営史的狽1面から 6段階の時期区

分をして,検討を行なう。以下その整理に従いながら韓国経営史に関する論述を紹介していき

たぃ3)。

(1)開化期の企業経営形態

開化期とは韓国において1876年 の江華条約から1910年 8月 29日 の韓 日合邦 (日 韓併合)が起

きたときまでをいう。 この時期は,た とえ,外勢の侵略により李朝封建社会が解体過程をはっ

きりさせた時期であ り,韓国にあってはじめて近代的な企業経営形態が軟弱ながらも芽生えだ

した時期であったとはいっても, こうした近代的な企業経営形態の発生は韓国民族の自発的な

開拓によるものではなく, 日本人からの刺激を受けて他力で起こされたとい うことはたやす く

わかる点である。

(2)収奪期の企業経営形態

収奪期とは1910年 8月 29日韓 日合邦 (日 韓併合)が起きた後から1945年 8月 15日 の解放にな

るときまで, 日帝の植民地支配の時期をさす。この時期にあっての韓国企業経営形態は日帝の

植民地政策によって成立したのであり,ま た歪められた りもしたのであるが,それとは反対に

日帝に抗拒するための企業経営形態が成立した りもした時期であった。

(3)混舌L期の企業経営形態

混乱期とは1945年 8月 15日 の解放以後 ,1950年 6月 25日韓国動乱直後までをさす。解放前 ,

韓国経済が日帝の植民地支配下で日帝統治的利益に適するように編成されてきたことは周知の

事実である。それは,日 帝の植民地支配目的が,①工業製品の市場確保,②原料と食料供給地

の育成,③大陸進出のための経済的,軍事的な基地育成など,にあったということである。

ところで,1945年 8月 15日 の解放が契機となって韓国経済社会は日帝の経済的基盤から解き

放された。こうして韓国経済は自由をもって統一された国民経済の発展を自己の歴史的な課題
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として解放しうる機会をえたのである。けれども,解放にな り南韓ではアメリカ軍政が実施さ

れ ,北韓ではソ連軍が駐屯した。1945年 9月 にアメリカ軍政は日本人企業を敵産な りとの烙印

を押して没収した。わかったところでは,没収された日本人企業の払込資本金は解放当時,在

韓全法人体の払込資本金の91%に もなっていたという。このような敵産帰属財産はアメリカ軍

政が管理したが,その後に韓国政府に引きつがれた。韓国政府に移管された帰属財産の一部は

国営企業体に変遷した り,ま た残 りの一部は民間に廉価ないし有利な条件で払下げられた。 こ

の時期の韓国においては,特恵性,官僚性,腐敗性などが内包された企業経営時代を作る契機

が出てきたのである。

経)復 興期の企業経営形態

復興期とは1950年 6月 25日 の韓国動乱から1950年 代末までの期間をいう。 この期間は韓国の

企業経営が被害の復 1日 に余念のなかったときである。 どうしてかといえば,6・ 25動乱のため

に韓国企業経営に必要とする人的資源および物的資源がほとんど完全に破壊され ,廃虚と化し

た時期であるからである。 このためにこの時期の韓国企業経営は以後の韓国経済構造ならびに

企業経営の方向を決定づけたという重大な時期なのである。

(5)開発期の企業経営形態

開発期とは復興期を経て,韓国経済が飛躍的に発展しえた1960年 代をい う。この期間は第 1

次および第 2次経済開発が推進されてきてお り,民族資本の不足のためにこの時期にあっての

韓国の諸企業は借款偏重的な経営形態をとることとなった。 このためにこの時期にあっての韓

国企業は一方にあって民族資本にもとづく企業経営形態があり,ま た他にあっては借款偏重的

な企業経営形態を ,類型的に区分できる時期であった。

(6)合作投資転換期の企業経営形態

躍進準備期ともいえるこの合作投資転換期は,韓国経済が前近代的な諸要因をおおよそ脱皮

し,工業化への突入がなった1970年 代をい う。なぜなら,現在遂行されている政府の施策がそ

の目標を達成されれば,1980年代にいたっては 100億 ドル輸出と, 1,000ド ルの国民所得をえ

ることで,一躍中進国の隊列に害」りこめるからである。もちろん,こ の時期を躍進期というこ

とに対しては問題がないわけではないが,それ以外に適切な表現がないようである。そしてこ

の躍進期の準備段階では合作投資 (合弁事業)へ と政策が転換されたので,合作投資形態の企

業経営が多く登場することとなった時期だといえる。

以上の 6段階に分類 ,整理された韓国企業経営史に関する叙述内容は,韓国経営をかこんで

きた歴史的事情をよく半1明 させてくれる。韓国経営は第 2次大戦の終了後 ,1950年 の動乱を体

験し,一国単位としての本格的な資本主義体制を運営するために不可欠な個別的企業経営体の

活動が活発化するのは,1960年代をまたねばならなかったとい う背景をもっている。韓国の経
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営学がそれに対応する方向で1955年以降を迎えてようやく学問的発展の礎石を見出しえた事情

が,飲みこめるというものである。

さてわれわれは,韓国経営学史を若千でも検討し,その基礎的知識を非常に簡約ながらもえ

たのであるから,つ ぎに韓国経営の現段階にあって,その経済的,社会的,政治的,文化的 ,

風土的な要因が,いかに経営の存在に関連し,ま た今日の韓国経営の特質を形作った り,付与

するのにいかなる作用因となりえているかを考察してみる必要があろう。これが,次節の論点

となる。

注

1)木卜晶植『新経営学原論』一潮閣,1977年 ,49面。

2)黄大錫『韓国企業経営論―一韓国企業経営史序説――』世英社,1976年。
3)同書,1卜13面。詳しくは同書,14-113面 を参照のこと。

V 韓国経営学と韓国の風土

現代の韓国経営に関する具体的な諸問題を考えるさい ,そのための資料 としては 日本語の文

献にかぎられるに しても,あ る程度の蓄積 と成果が ,所与のものとして存在 している1)。 しか

し筆者は本稿を「覚書」 としてしたためているとい う事由をもって ,当初はあえて禁欲的にそ

れ らの文献の内容にはただちに言及せず ,黄大錫の『 韓国企業経営論』を中心的素材として依

拠 し,本節の叙述を展開したいと考える。その後に必要最低限の論及をそれ らの文献により,

本節の検討を補足する方向でとりまとめてい くことにしたい。 また本節の考察を通 して ,韓国

経営学が当然の理論的要請 として受けとめ ,反映させ ,研究の対象 として取 り上げるべき「韓

目的経営」と, これへの韓国的特殊様相を打亥Jする要因になるはずの韓国的風土―一一言で表

現していえば「精神的風土」といってよい実体―一 という問題狽1面が,いかような特徴をたず

さえて実在しているかまで,考察の手を伸ばしてみたいと考えている。

韓国的風土とは何か。この論議だけでも,思想,哲学,文学,歴史学,地理学,社会学 ,政

治学,経済学,心理学,等々,多 くの諸分野にまたがって遠大なりL望と包括的な視野をすえて

究明にかかるべき問題を提起するゆえ,本稿ではとりあえず黄大錫の韓国経営論の考究を通し

てその存在模様を示唆し,加えて若干の究明を補充的に行なうだけにとどめ,ひ とまず満足し

ておきたいと思う。

黄大錫は,韓国経営史に関して李朝との関係において,ま ずこう述べている。李朝末期の韓

国社会にあっては士農工商の身分順位のために経営者育成の風土が造成されなかった
2)。 とく

に収奪期 〔1910年 8月 29日 の韓日合邦 (日韓併合)か ら1945年 8月 15日 の解放まで〕の韓国で

は,経営者層,資本,技術などの諸要件が自紙状態だっただけでなく,日 本の武力によって ,

企業なり経営者と,資本が切断されていた3)。 このように少なくとも韓国は1945年 8月 15日 の
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解放まで,歴史的に企業家 。経営者を尊重するような「経営風土」 としての伝統を培養 ,形成

したておらず ,ま た日本植民地下にあったという政治的 ,社会的,経済的事情のために,本格

的な企業家・経営者の輩出を十分に期待したなかったのである。 とはいえ,た とえば一部に ,

今日でも韓国有数の企業者である李乗詰 (三星財閥グループの統師,同 グループの会長)の ような傑

出した人物もいなかったわけではない4)。 しかしわれわれが問題にするのは,善 くも悪くも韓

国企業の経営者の代表的平均像である。さらに論述をつづけようし

つぎに黄大錫は韓日経営の基本的問題として,零細規模と閉鎖的な非公開経営形態に言及す

る。どうしてそ うなのか。ひとつに,韓国では伝統的に血縁的,家族的な思考方式が企業経営

にも根深く影響を与え,企業を社会的な機関としてみて ,個人生活の延長と考える傾向がある

こと。ふたつに,企業経営が不正 ,脱税 ,不当経費支出など,公開のむつかしい非正常的な要

因を多く内包しているためとい う点がある。みっつに,解放以後くり返えされてきた社会的混

舌しのなかで生じた不信思潮が,企業経営の閉鎖性を促進させていたこと。こうした理由のため ,

韓国の企業経営はその体質改善や経営合理化を阻害させてきたのである。要するに,韓国経営

における規模の零細性の原因は,こ れを歴史的倶1面 と経済的狽1面においてみることができる。

はじめに歴史的側面の原因は,① 日帝植民地下の崎型的な産業構造 ,②解放後の国土両断によ

る分業的生産構造の消滅 ,③ 6・ 25動乱における既存生産施設の破壊 ,④休戦後の最終消費財

加工部門を主とする外援などである。また経済的側面の原因は,①市場規模の狭少性 ,②資本

と資源の不足 ,③技術の未開発 ,④消費構造の質的多様化 ,⑤産業体制の過渡的流動性,⑥企

業経営の非公開的傾向,⑦産業の二重構造などがあげられる。この規模の零細性は国際規模の

平均に比較して31.4%と いう過小性にある5)。 このため ,規模の適正をえられず ,そ の経済性

の利益発揮を享有しえない結果 ,原価高と過当競争を誘発させているのである6)。 このように

韓国経営は歴史的伝統的背景との深い関連から経済的基盤において,本格的な企業家 。経営者

を生むのにふさわしい条件を十分に与えられないでお り,その経営の風土もその育成 ,仲長に

対して逆機能的な要因を強 く具有している状態にあったといえる。たとえば ,つ ぎの意見は公

企業の問題といわれる内容だが ,韓国経営一般に関する話として通用する。つまりそれは情実

人事にともなう不合理性である。地縁,血縁 ,知面など情実が左右する人事管理は経営活動の

沈滞と非能率を招来するだけでなく, これらはそ うした業務遂行に大変な損失をもたらすので

ある。したがって,実績主義に立脚した任用と科学的な人事管理を実現しなければならない。

なぜなら,人間 。組織・資本が経営の三辺をなして企業を成立させるだけでなく,そのなかで

も人間がもっとも核心的な要素になるからである7)。 韓国政府の私企業に対して企業公開を誘

導しようとする制度に関しては,その告l度上の恵沢の害」にくらべて,企業人の計算より家族会

社体制を固守しようととする強靭な性向や企業支配への度の過ぎた愛着が,なお優勢な要因で

あるとみるほかない8)。
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今日,韓国経営が対面している韓国の経済社会が保持する風土は,李朝までに歴史的伝統的

に培われた韓目的人間関係の根強い影響をこうむってお り, これが韓国経営の経済的事情と相

まって,教科書的な会社経営の発現,展開をさせないでいる大きな要因となっているのである。

韓目的人間関係の中核体はなにか。以下にその若干の究明を与えておこう。

韓国人の思考方式は,風土類型的な把握でいうならば,モ ンスーン的忍従性と沙漠的戦闘性

の両面を合わせもつといわれる9)。  これと根底的に関係する韓国人の歴史的に堆積された資性

としてつぎのようなものがある。つまり大部分の韓国人にとって,国家とい うものは自分自身

や自分の家族にくらべて副次的な対象であ り,団結力 ,団体を リードする「経営力」がないと

指摘されるのは,国家意識が希薄なところに起因する10)。 黄大錫が韓国企業の病弊のなかのひ

とつとして,家族社会的経営体制からの脱皮, 経営の合理化を促進すること11)を 挙げている

が ,前述の韓国人気質,精神構造の特性に関する叙述は,その韓国経営の社会的背景の関連を

如実に示唆している。そのわけをさらに説明していこう。

韓国の人間関係や政治的風土を考察すれば ,組のようにからまっている社会構造―一韓国人

は集団になれば,集まれば,それだけ弱い,団結心がないといわれるそれ一― (紐は一対一で

結ばれるのがもっとも理想的だが,三本ともなればそれだけで,すでにからんでしまう)が ,

わかる。社会を改造するには骨が折れる。互いにからんでいるので,一個所を切断すれば社会

全体が崩壊してしまうからである12)。 この「紐の関係」は韓国経営の特質を巧みに現わしてい

ると解釈できる。またそれは家族会社体制としての韓国経営の体質を規定づけてもいる。たと

えば ,韓国経営における雇用は縁故募集による部分が重要な役割を演じている16)。 これは韓国

経営の「紐の関係」的な韓国的特殊性を示す具体的な一証左となる。

韓国人の協同は集団農場方式とい うような協同ではなく,つねに個々人の利害関係が中心に

なっている協同である。 自己中心的なものでなければ,協同はな り立たない。みんなが同じよ

うに自己を中心にしたままで,一集団の繁栄をもたらすのである14)。 前段叙述中にあった「紐

の関係」として,「紐」の個々の主体とその協同という形態が,韓国人の対人関係を特徴づli

る基本的要素を形作っている。 この関係は,よ り具体的には,韓国の社会が家のなかの人間関

係を社会にまで拡大させる傾向にあり, このような観念は社会のあらゆる集団を家と意識し,

その集団成員の行動様式が家における人間関係と同じようにとられることを期待する,と いう

ことがらを意味する15)。 だから,健全な市民意識を麻痺させるものはなによりも「考Jを中枢

とする家族意識なのであるといわれ,考道を至上とする価値観のもとでの生活訓練が,すなわ

ち韓国人の社会生活のあらゆる領域にわたる民主化 ,いいかえれば職場生活の民主化 ,政治生

活の民主化を阻害している最大の要因である16)と されるのは,それなりの根拠がある。韓国経

営のかかえる課題もこの主張の脈絡にのせて吟味するのが適切といえる。

ところで,韓国の家制度では分家が自由にできなかった一一大家族制度―一 とい う過去の事
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情背景を考慮することが17),韓国経営の検討に役立つ。日本の「家」制度と韓国のそれとの重

要な相違点がある。それは日本の家族や同族では非血縁者もその構成員になれるが,韓国では

血縁的な紐帯にかぎられるという点である。近代的経営の体制の整備 ,推進にとって重大な作

用因となる内容問題がそこにある。

欧米人は公共意識に徹してお り, 日本人は義理圏に密接に結びついている。これにくらべて

韓国人は人情圏一―「紐の関係」にとらわれているといえる。韓国人の義理はいつの場合でも

人情圏志向的であったことは ,日 本人の義理一途な義理と対照される特色になろう18)。 日本と

韓国を比較対照して,どちらがより近代的経営展開への適合性を有する「家」的観念であるか

と問われれば ,答はい うまでもなく明瞭である。 もちろんこの断定は ,現在の時点までの話と

して妥当することである。

ここで参考までに日本の経営を考えよう。要するに,そ こでは血縁者相続という原則を立て

ながらも,不良経営者追放とい う規定を厳守することで家業の永続安定が可能であった。 これ

こそが血縁を尊重しながらも単なる生物学的純血に拘泥しない日本的血縁と日本的家業経営の

合理性 ,機能性を示している19)。 日本の「擬制的血縁」20)に くらべて,西欧の国々は純粋の血

縁に固執し,血縁尊重は厳格である21)。 この具体例は西欧の企業に多く見出せる。家族的企業

についてのみいえば ,韓国経営もどちらかというと,む ろんまったく同じでないが,西欧型に

近い。もっとも日本の場合 ,明治以降の近代化過程のなかで天皇制家族国家が,ま た敗戦以降

の民主化過程のなかで企業制家族国家が成立し,現在 ,フ ァミリィの主体性を欠いたこの企業

制家族国家が ,世界的な文明の危機において,その克服になんら力がないことは明らかとなっ

ているのだが22)。

韓国の企業とのかかわ りでいえば,韓国的な家族的血縁関係の擬制化は,血縁のみならず ,

地縁 ,学縁 ,師弟関係,知縁などに拡延される要素をもつが ,さ らにそれを経営の領域で考え

てみよう。第 1に家族はあくまで血縁共同体であって,日 本のようにルーズに企業=家 ,企業

=家族と外延的に拡大せず,企業は資本の所有関係を意味し,拡大しても経営 ≪management≫

を含むにすぎない。 したがって家族のなかに企業の雇用する従業員は含まれない。労働者はあ

くまで家族外の雇人である。その意味で「経営家族主義J体制は成立しない。第 2に ,そのた

め雇主と従業員の間に温情主義的な関係が生まれにくい。韓国の場合 ,≪paternalism>と ぃ

われても,それは権威主義的であり,経営者の専制三恣意が支配することになる23)。 韓国的血

縁関係の拡延はしたがって頭目一一手下集団の原型としての父子集団24)の一線に制約される結

果となる。このような韓国人の限定された共同体意識は,長い間にわたる外国人の侵入によっ

て,結局は国家も自分を確実に保証してくれず ,そ うしてくれるのはただ「血統」によって結

ばれた家族だったとい う民族の歴史がもたらした ,必然的な結果であったかも知れないのであ

る25)。 韓国人の思考方式であるとされた,モ ンスーン的忍従性と沙漠的戦闘性という両面性は ,
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この文脈で再考すれば ,よ り納得のい く理解 となろ う。韓国人にとって会社で仕事をすること

は会社のためではな く,その会社の長である社長のためなのである26)。 こ ぅぃわれるのは ,韓

国的な血縁 (的 )関係の核心が父子集団―一「紐の関係」―一に実在する点をさす といえよう。

その意味で韓国経営に「近代化Jや「現代化」 力`必然的なとい う意味合いもこめて ,必要な方

途であるのは ,い うまでもな く明白である。その方途はまた ,韓国的特殊的志向性を内包する

実体でなければ ,実質的に合 目的有効性を発揮 しえないことも,容易に予想 しうるところであ

る。韓国経営学はこの韓国的現実にどう立ち迎えば よいのであろ うか。「紐の関係 Jの問題を

いかにとりこむべきか ,ひ とつの大きな課題を投 じているといえよう27,補注)。

注

1)日 本で最近出版された韓国経済ならびに韓国社会・風土に関する文献は,以下の通りである。ここで
は,前者に関する著作と,後者のうち本節で引用,参照されていない著作とを,と りあえず挙げておく。

原 覚天『韓国経済の奇蹟』日本国際問題研究所,昭和45年。蔦川正義『韓国の貿易と産業・市場構造』
アジア経済出版会,昭和47年。三宅武雄『変貌する韓国経済』新国民出版社,昭和49年。趙 容範『韓
国経済論』東洋経済新報社,昭和49年。日本労働協会編『わが国海外進出企業の労働問題 韓国』日本労

働協会,昭和50年。白 永勲著金子敬生監訳『韓国の工業化と経済発展』新評論,昭和50年。鳥羽欽一

郎『もう一つの韓国』東洋経済新報社,昭和51年。サンケイ新聞社『 1977年版韓国経済を支える30社』
サンケイ新聞社,昭和51年。鶴蒔靖夫『素顔の韓国経済』すずらん書房,昭和51年。山本岡」士『朝鮮を

考える』亜紀書房,昭和51年。亀井利明編著『韓国の工業化と環境問題』ミネルヴァ書房,昭和52年。

金思嘩『朝鮮の風土と文化』六興出版,昭和49年。

2)黄大錫『韓国企業経営論―韓国企業経営史序説―』世英社,1976年 ,19面。
3)同書,30面。
4)矢島釣次『韓国経済の挑戦』日本経済通信社,昭和52年。
5)黄大錫,前掲書,98-100面。  6)同 書,105面。  7)同 書,134面。  8)同 書,142面。
9)ヂ泰林著馬越 徹・稲葉継雄共訳『韓国人一その意識構造―』高麗書林,昭和50年,59頁。
10)同 書,119頁。
11)黄大錫,前掲書,159面。
12)李御寧著裏康炊訳『恨の文化論』学生社,昭和53年,130頁。
13)隅谷三喜男『韓国の経済』岩波書店,昭和51年,7274頁。
14)李御寧,前掲書,264頁。
15)在在錫著中根千枝監修伊藤亜人・嶋陸奥彦共訳『韓国人の社会的性格』学生社,昭和52年,56頁。
16)同書,111-112頁。

17)李御寧,前掲書,183頁。
18)李圭泰著新現実社訳『韓国人の意識構造』東洋図書出版,昭和52年,245頁。
19)川 本 彰『家族の文化構造』講談社,昭和53年,55頁。

20)同書,171頁。  21)同 書,57頁。  ")同 書,198頁。
23)隅谷三喜男編著『労使関係の国際比較』東京大学出版会,昭和53年 ,〔隅谷稿,I「韓国の企業レベル
の労使関係」〕17-18頁。

24)を在錫,前掲書,157頁。  25)同 書,173頁。  26)同 書,91頁。
27,補注) 『朝鮮の政治社会』という書物を書いたグレゴリー・ヘンダーソンは,「紐の関係Jを「子の
父に対する従順は一 体̈制の核心であ」るという具合に説明している (Gregory HendersOn,κ″Oα :
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T力ι Pο Zttσ sげ ′力′ T/a′″ι″,The President and Fellows of Harvard C611ege,1968.鈴 木セ〉雄・

大塚喬雄共訳『朝鮮の政治社会』サイマル出版会, 昭和48年,22頁 )。 またこうも述べている。朝鮮の

政治力学の法則は,社会のあらゆる活動的分子を,権力の中心へ吸い上げる一つの強力な渦巻にたとえ

られよう, と (同書, 5頁 )。 韓国経営の社会的側面に関して, 示唆に富む発言であることは, 本稿本

節の検討を前提にしただけでも,十分明らかであると筆者は考える。

Ⅵ  む す

韓国経営学が考察すべき韓国経営の現実的課題はいくたある。「経営の合理化と民主化」「不

実企業の問題J「外資系中心の経営形態」などが,過去から現在の,そ して今後にむけてのそ

の実例である。より経営内部的な要因としては,経営者の訓練 。開発 ,技術的基盤の整備 ,外

資依存の財務構造 ,労使関係のあり方 ,な どが枚挙しうる。また環境外部的な要因としては ,

すでに公害 。環境問題 (大気汚染 ,水質汚染 ,騒音が韓国では三大公害となっている1))へ の

企業経営側の対処や ,多国籍企業の大幅な侵出が具体的に問題として示されている。また韓国

では,熟練労働力が豊富に形成されており,開発途上国として希有というべき利点となってい

る2)。 こぅした経営内外の諸要因,諸条件をふまえて,韓国経営学が独自の創造的かつ主体的

な経営理論の展開を実現 ,達成しうるか,今後においての眼目の課題を提示されているといえ

よう。もちろん,その未来展望は韓国経営学が「韓国的特殊性」を体現することを,当然の前

提にしての意見である。

1)亀井利明編著『韓国の工業化と環境問題』ミネルヴァ書房,昭和52年,141頁。
2)渡辺利夫「韓国の経済発展と重化学工業一経済自立化の基盤を探る一J『世界経済評論』第22巻第10

号昭和53年 10月 ,21頁。

1978. 10. 30

(べえ ぶぎる 経営学専ω
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